
法第 28条第 1項関係様式） 

令和４年度事業報告 

令和４年７月１日から令和５年６月３０日まで 

 

令和４年度活動経過報告 

令和 4 年度の活動に当たっては、昨年度同様に活動上の制約が多い中、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止に配慮しつつ会員の皆様のご支援、ご協力の下、オンラインによ

る活動を中心に自主事業を進めて参りました。 

 

１ 事業の成果 

１－１ 特定非営利活動に係る事業 

１-１-１ 海域、陸域の環境及び国土保全に関わる調査・研究 

（１）有明・八代海沿岸域環境研究会の開催・運営 

「有明海・八代海沿岸域の再生と持続的な地域創生のために」と題し、令和 3年 2月より自主

事業として活動中のオンライン講習会の第 6回目として、熊本県沿岸域再生官民連携フォーラム

との共催により、「第 2 部八代海を取り戻すためにやること！」を企画・開催し、会員の皆様を

含め多くの方々にご参加いただきました。 

 

 【開催概要】 

 令和 4年 8月 29日（月）14時～16時 

  ・参加者数 55名 

 ・講演テーマ及び講演者 

  ★テーマ１：オンライン講習会 第１部～第２部 ss3のおさらい 

        師：八代海湾奥環境改善保全シナリオづくりＰＴ長  川岸 寛 ＰＴ長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1.川岸 PT長 講演の様子 



 

写真 2.川岸 PT長 講演の様子 

 

 

写真 3.川岸 PT長 講演の様子 

 

 

 

 



  ★テーマ２：S八代海の再生のゴールは？ 

  （1）再生のゴール（目標） 

    ①目標の設定 

    ②海域ごとの目標 

  （2）生物生息場の保全・修復・創出 

    ①生物の生息場について 

    ②生物生息場を守る！ 

    ③生物生息場を修復・改善する！ 

    ④生物生息場を創る 

        講師：熊本大学名誉教授 

              熊本県沿岸域再生官民連携フォーラム・企画運営委員長 

           ＮＰＯ法人みらい有明・不知火 理事長     滝川 清 理事長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.滝川理事長 講演の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.滝川理事長 講演の様子 



(２)「八代海再生へのシナリオ」書籍の配布 

八代海についてのこれまでの研究成果や最新の科学技術的な知見を網羅し“八代海の真の

再生”に資することを目標に編纂・製本した書籍「八代海再生へのシナリオ」の提供（印刷・

製本・郵送費のみを徴取）を行っています。令和４年度は、本シナリオを教材として展開し

ておりますオンライン講習会受講者はじめ、八代海・有明海など日本全国の沿岸域の再生に

取組んでおられる研究者、技術者、関係行政機関の方々から３冊のお問い合わせがあり、ご

購入いただきました。 

 

 

1-１-２ 海の交流事業と広報活動に関わる企画・運営 

   令和 4年度の事業計画として、有明海・八代海の再生に取組んでおられる方々の地域間や分  

  野間での活動をつなげる交流の場として、シンポジウムの開催に向け準備して参りましたが、 

  令和４年度においても新型コロナウイルス感染症拡大の収束が見通せなかったこともあり、対 

  面方式によるシンポジウムの開催を見送っています。 

   令和 5年 5月より新型コロナウイルスが 5類感染症に位置づけられてことから、対面方式・  

  オンライン方式等を使い分けた実効性のある「海の交流事業と後方活動に関わる企画・運営」 

  に取組んで参ります。 

 

 

１-１-３ 環境の再生・維持及び防災に関わる地域社会支援活動 

  ◆熊本県沿岸域再生官民連携フォーラムの事務局活動 

   令和4年度においても熊本県沿岸域再生官民連携フォーラムの中核をなす企画運営委員会や  

  各種ＰＴ委員、運営事務局として継続活動を行っております。令和 4年度は、熊本県沿岸域再 

  生官民連携フォーラムとの共催開催として、第 6回目のオンライン講習会（Ｗｅｂ形式）の運 

  営事務局として活動して参りました。 

 

 

１－２ その他の事業 

（1）ホームページの運用 

   情報発信の基盤として当ＮＰＯのホームページについて、イベントごとにコンテンツを追加 

  するなど、活動の経過や最新の情報を順次掲載するとともに、特定非営利活動法人推進法で公 

  告の義務が定められた「貸借対照表の公告」や「事業報告書」等の掲示を行っています。  

   また、「海域、陸域の環境及び国土保全に関わる調査・研究」として活動中のオンライ講習 

  会の開催概要の紹介やＷｅｂ参加受付等、効率的な運営補助に資するよう適宜ホームページ 

  コンテンツの追加、補填等に取組むことで当ＮＰＯの活動への関心や興味ある方々に「有明 

  海・八代海沿岸海域の再生と持続的な地域再生」についての最新の知見や現状の課題、その解 

  決に向けた様々な情報発信を行っています。 

 



２ 事業の実施に関する事項 

(１)特定非営利活動に係る事業 

定款の事業名 事業内容 実施日時 実施場所 
従事者の

人数 

受益対象者の範囲及

び人数 

支出額 

(千円) 

端数切上 

海域、陸域の

環境及び国土

保全に関わる

調査・研究 

 

有明・八代

海沿岸域環

境研究会 

 

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から対面による研

究会の開催は実施していません。 

 

 

0千円 

 

第 6 回オン

ライン講習

会の開催 

 

Ｒ4.8.29（月） 

 

 

ＮＰＯ事

務局、ＷＥ

Ｂ参加 

 

人数 4名 

有明・八代海沿岸域の

研究者、関係行政機

関、技術者、地域住民 

参加者数：55名 

 

 

347千円 

「八代海再

生へのシナ

リオ」配布 

 

(自)R4. 7.20 

(至)R5. 5.10 

 

 

ＮＰＯ事

務局 

 

配布作業 

人数 1名 

延べ 3日 

有明・八代海沿岸域の

研究者、関係行政機

関、技術者、地域住民 

配布数：3冊 

 

1千円 

環境の再生・

維持及び防災

に関わる地域

社会支援活動 

熊本県沿岸

域再生官民

連携フォー

ラムの支援

及び事務局

活動 

第 6 回オンライ

ン講習会との共

催として活動 

ＮＰＯ事

務局、ＷＥ

Ｂ参加 

 

人数 6名 

熊本県沿岸域再生官

民連携フォーラム関

係者他（1名） 

0千円 

 

定款の事業名 事業内容 実施日時 実施場所 従事者の人数 

支出額 

（千円） 

端数切上 

その他 ホームページ

の更新 等 

(自)R4.7.1 

(至)R5.6.30 

ＮＰＯ事務局 ホームページ更新

作業 延人数 5名 

 

0千円 

（備考） 

1 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列 4番とする。 

2 2は、（1）には特定非営利活動に係る事業、（2）にはその他の事業について区分を明らかにし

て記載する。 

3 2の（1）については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数、

受益対象者の範囲及び人数並びに支出額をそれぞれ記載する。 

4 2の（1）のうち「受益対象者の範囲及び人数」の欄には、具体的な受益対象者及び人数を記載

する。 

5 2の（2）については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数及

び支出額をそれぞれ記載する。定款上、「その他の事業」に関する事項を定めている場合は、当

該事業年度に実施しなかった場合も「実施しなかった」旨を記載する。 



令和 4年度活動報告書 

 

   １．令和 4年度活動計算書および財務諸表の注記 

    （自）令和 4年 7月 1日    （至）令和 5年 6月 30日 

 

   ２．令和 4年度会計貸借対照表 

    （自）令和 4年 7月 1日    （至）令和 5年 6月 30日 

 

   ３．令和 4年度財産目録 

    （自）令和 4年 7月 1日    （至）令和 5年 6月 30日 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（法第２８条第２項関係様式）

（特定非営利活動法人みらい有明・不知火）
科目

Ⅰ 経常収益
１ 受取会費　

正会員受取会費（16名）　 80,000
支援会員受取会費（7名）　 150,000 230,000

２ 受取寄附金
受取寄附金 0

３ 受取助成金等
受取民間助成金

４ 事業収益
海域、陸域の環境及び国土保全に関わる調査・研究 10,500

10,500
５ その他収益

受取利息 20
雑収益 20
経常収益計 240,520

Ⅱ 経常費用
１ 事業費

（１） 人件費
給料手当
臨時雇賃金
法定福利費
人件費計 0

（２） その他経費
業務委託費
旅費交通費
会議費 167,420
通信費 162,226
印刷費 17,115
消耗品費 987
租税公課
減価償却費
広告宣伝費
雑費
事務所経費
協賛金

その他経費計 347,748
事業費計 347,748

２ 管理費
（１） 人件費

給料手当
役員報酬
福利厚生費
人件費計 0

（２） その他経費
旅費交通費
情報通信費
消耗品費
租税公課
会議費
雑費 90,464
印刷費
地代家賃 552,248
修理費
減価償却費

寄付金

その他経費計 642,712
管理費計 642,712

経常費用計 990,460
当期経常増減額 △ 749,940

Ⅲ 経常外収益
１ 固定資産売却益
経常外収益計 0

Ⅳ 経常外費用
１ 固定資産廃棄損
経常外費用計 0
当期正味財産増減額 △ 749,940
前期繰越正味財産額 4,741,832
次期繰越正味財産額 3,991,892

金　額　（単位：円）

令和4年度　活動計算書

令和4年7月1日から令和5年6月30日まで

海の交流事業と広報活動に関わる企画・運営



令和4年7月１日から令和5年6月30日まで

１． 重要な会計方針

　　

ア.　有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却しています。

イ.　耐用年数を経過したものは、備忘価額として1円を計上しています。但し、無形固定

　　 資産については、備忘価額を計上していません。

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２． 事業費の内訳

（単位：円）

科目

海域、陸域の環境及
び国土保全に関わ
る調査・研究に係る
事業費

海の交流事業と
広報活動に関わ
る企画・運営に係
る事業費

環境の再生・維持
及び防災に関わ
る地域社会支援
活動に係る事業
費

その他の事業費 合計

（1）人件費 0

給料手当 0

臨時雇賃金 0

法定福利費 0

人件費計 0 0 0 0 0

（2）その他経費

業務委託費 0

旅費交通費 0

会議費 167,420 167,420

通信費 162,226 162,226

印刷費 17,115 17,115

消耗品費 987 987

租税公課 0

減価償却費 0

広告宣伝費 0

雑費 0

事務所経費 0

協賛金 0

その他経費計 347,748 0 0 0 347,748

合計 347,748 0 0 0 347,748

３． 固定資産の増減内訳

（単位：円）

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

プリンター 482,700 482,700 482,699 1

パソコン 159,800 159,800 159,799 1

合計 642,500 0 0 642,500 642,498 2

計算書類の注記(令和4年度）

(1)固定資産の減価償却の方法

　計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によってい
ます。

法人名：（特定非営利活動法人みらい有明・不知火）

(2)消費税等の会計処理

 



活動期間　　　（自）令和4年7月1日　　　　　　（至）令和5年6月30日

Ⅰ　資産の部

１流動資産

　　現金預金 3,996,890

　　未収金

流動資産合計 3,996,890

２固定資産

　　パソコン1台 1

　　プリンター1台 1

固定資産合計 2

資産合計 3,996,892

Ⅱ　負債の部

１流動負債

前受会費(R5年度） 5,000

未払金

流動負債合計 5,000

２固定負債

固定負債合計 0

負債合計 5,000

Ⅲ　正味財産の部

前期繰越正味財産 4,741,832

当期正味財産増加額（減少額） △ 749,940

正味財産合計 3,991,892

負債及び正味財産合計 3,996,892

1

2

3

　　令和5年6月30日現在

令和4年度（　特定非営利活動に係る事業　）会計貸借対照表

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。
（①）の部分には、「特定非営利活動に係る事業」、又はその他の事業を行う場合にあっては
「その他の事業」と記載し、それぞれ区分して別葉として作成する。

前事業年度の末日現在における資産、負債及び財産を記載する。

（備考）

金額（単位：円）科目

（特定非営利活動法人みらい有明・不知火）

 
 



Ⅰ資産の部
１　流動資産
現金預金
　現金　（現金手許有髙） 69,272
　普通預金（熊本銀行子飼橋支店） 1,516,802
　普通預金（ゆうちょ銀行） 2,410,816
　未収金
流動資産合計 3,996,890

２　固定資産
パソコン1台 1
プリンター1台 1
固定資産合計 2

資産合計 3,996,892

Ⅱ負債の部
１　流動負債
前受会費 5,000
未払金
流動負債合計 5,000

２　固定負債
長期借入金
固定負債合計 0

負債合計 5,000

正味財産 3,991,892

(備考）
1
2

3

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。
（①）の部分には、財産目録を会計ごとに区分して作成する場合には、「特定非営利活
動に係る事業」、又は「その他の事業」と記載し、それぞれ別葉として作成する。（た
だし、財産目録については会計ごとに作成せず、法人単位に作成することも考えられ
る。その場合、この書類の題名は、単に「財産目録」となる。）

前事業年度の末日現在における資産及び負債を記載する。

活動期間　　　（自）令和4年7月1日　　　　　　（至）令和5年6月30日
令和4年度（　特定非営利活動に係る事業　）会計財産目録

金額（単位：円）科目・摘要

（特定非営利活動法人みらい有明・不知火）

　　　　令和5年6月30日現在

 


